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【要旨】 
深層崩壊および火山地域で発生する大規模土石流の発生箇所の抽出手法、また土石流による施設の効果評価の

一例として破損した堰堤の現地調査手法を検討した。深層崩壊発生位置の抽出について、水文地形特性及び重力

性変形地形に着目した結果、水文地形もしくは最小固有値比と斜面勾配比のうち少なくとも 2 要素に対して、あ

る閾値を設定すると概ね良好な抽出が可能であったが、要素の組合せ方法に課題が残っている。深層崩壊発生規

模を空中電磁波探査の岩盤内情報から推定を試みるために比抵抗のパターンを調査した結果、深層崩壊や岩盤ク

リープ斜面では、風化岩盤による浅部低比抵抗と地下水で飽和した新鮮な岩盤による深部高比抵抗のパターンが

確認された。火山地域において土石流が未発達の谷を越える箇所の抽出手法について検討を行い、渓流沿いの谷

と尾根の比高及び土石流の水理量を用いると概ね抽出が可能であった。設定する水理量の差異による影響につい

て詳細な検討が必要である。土石流によって破損したコンクリート砂防堰堤の内部ひび割れ分布を調査した。非

破壊調査によって堤体の一部ではあるものの砂防堰堤を対象とした調査では初めて連続する内部ひび割れの 3次

元分布を計測できた。 
キーワード：深層崩壊、岩盤クリープ、空中電磁探査、火山地域、土石流、地中レーダ探査、内部ひび割れ分布 

 
 

1．はじめに 
本研究課題は、深層崩壊に関する発生位置や規模の推

定手法の提案・向上、天然ダムに対して土砂災害防止法

に基づく緊急調査の支援技術の提案、大規模土石流につ

いては火山地域の未発達な谷での危険性の把握、さらに

構造物対策の技術向上などを実施することを予定してい

る。平成 26 年度は、深層崩壊および火山地域で発生す

る大規模土石流の発生箇所の抽出手法を検討した。また、

構造物の現地調査手法について検討した。 

深層崩壊は発生頻度が小さいものの通常の土砂災害に

比べて規模が大きいことから、大災害につながる可能性

が高い現象である。そのため、発生箇所や規模の推定手

法が減災上重要となる。そこで、当チームの既往研究の

考え方を援用し、より小規模な斜面単位の深層崩壊発生

危険度評価を行なった。1）斜面勾配、2）重力変形の痕

跡である岩盤クリープによって特徴的に見られる地形、

3）集水面積などの水文特性、の 3 つの要素の組み合わ

せから深層崩壊発生箇所の危険度を評価した。評価した

斜面を実際の崩壊跡地と比較し、用いた手法の有効性を

検討した。さらに、深層崩壊の規模については、どの程

度の深さから斜面が崩壊するかによって災害を引き起こ

す危険性が異なるため、深層崩壊の深さを調査するため

には広域における地中の情報を取得する必要がある。そ

こで、過去に深層崩壊が発生した斜面を対象として、空

中電磁探査を用いて地下の情報を取得し、深層崩壊の発

生を引き起こす可能性が高い深さを推定するための比抵

抗のパターンについて調査した。 

一方、火山地域の大規模土石流については、平成 25
年度に伊豆大島において土石流が発生し下流域で災害が

生じたことを契機に研究に取組み始めた。火山地域は、

通常の山地とは異なり、発達していない谷がよく見られ

る。伊豆大島では、谷が未発達で尾根が明瞭でないため

に、土石流が尾根を乗り越え、被害が生じた。そこで、

土石流が尾根を乗り越える可能性がある箇所を抽出する

手法について検討した。 

土砂災害の対策のひとつは構造物対策である。外力に

対する施設の効果を評価する場合、砂防堰堤が破壊した

実態を把握することは重要である。現地において亀裂が

生じたコンクリート内部の状態を計測する手法が確立さ

れていないため、地中レーダ探査による調査を試みた。 

 
2. 地形の変状に着目した深層崩壊の発生の可能性のあ
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る危険斜面抽出手法の開発 

2.1 背景と目的 

土砂災害の代表的な現象として挙げられる斜面崩壊は、

崩壊の形態によって、表層崩壊や深層崩壊等に分けられ

る。深層崩壊は、発生頻度は低いと考えられているもの

の、生産される土砂量が大きく、崩壊後ただちに流動化

して生じる土石流や、河道を閉塞する天然ダムの形成及

びその決壊による下流域への甚大な被害が懸念される。

よって、事前に深層崩壊の発生の恐れのある箇所を精度

よく抽出することは対策立案上重要である。 

本研究では、深層崩壊の発生の恐れのある斜面を抽出

することを目的とし、既往成果 1)で算出及び用いられて

いる指標（水文地形特性及び重力性変形地形）を同様に

用いて抽出の検討を実施した 2)。 

2.2 検討対象領域及び検討手法 

本研究の対象領域は、天竜川水系鹿塩川流域（領家帯・

三波川帯）、姫川水系浦川流域（珪長岩・火山岩）及び富

士川水系早川流域（四万十帯）及び釜無川流域（花崗岩）

である。 

既往検討 1)において 50 m メッシュで作成した数値標

高モデル（以下、DEM）を用いて水文地形特性及び重

力性変形地形を抽出する手法が示された。本検討では、

抽出対象領域を斜面単位としたため、1、2、5、10 m 

DEM を用いてそれぞれ同様の手法で抽出を試みる。な

お、水文地形特性と重力性変形地形は、次のように取り

扱う。 

水文地形特性は、「勾配が急なほど深層崩壊が発生しや

すい」、「集水面積が広いほど地下水が集まりやすく、深

層崩壊が発生しやすい」という仮定を設け、斜面勾配と

集水面積を DEM から算出し、それぞれの閾値以上の

メッシュを抽出対象とする。 

重力性変形地形は、深層崩壊が発生した領域の近傍で

は岩盤クリープ斜面が存在している 3)ことから、当該斜

面を抽出することを目的として、「斜面勾配比」と岩盤ク

リープに特徴的な地形の存在を評価するための「最小固

有値比」をDEMから算出し、設定したそれぞれの閾値

以上のメッシュを抽出対象（岩盤クリープ斜面）とする。 

これらの各指標によって深層崩壊のおそれのある斜面

を抽出しうるか検討するため、深層崩壊跡地において確

認される指標の組み合わせ（図-1）について分析した。 

2.3 結果 

検討結果のうち、図-1のように、3要素全てが該当す

るメッシュのみを抽出した結果、及び最低でも2要素で

閾値以上のメッシュを抽出した結果を図-2に示す。後者 

【重力性変形地形】
最小固有値比

【重力性変形地形】
斜面勾配比

【水文地形特性】
地形量（斜面勾配・集水面積）

※明らかに深
層崩壊が発生
しないと考え
られる領域

 

図－1 抽出要素 

3要素全てで閾値以上

最低でも2要素で閾値以上

姫川水系

 
図－2 抽出結果 

 

の2要素は、水文地形特性、重力性変形地形の最小固有

値比、又は重力性変形地形の斜面勾配比のうち最低でも

2 要素が閾値を超過する場合を意味する。3 要素全ての
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抽出結果は、抽出された領域が極端に縮小されている一

方で、最低でも 2 要素による抽出結果は微地形判読に

よって先に抽出していた岩盤クリープ斜面や深層崩壊跡

地をカバーしていることが確認できた。 

2.4 まとめ 

本研究では、深層崩壊の発生の恐れのある斜面を抽出

することを目的とし、水文地形特性及び重力性変形地形

に着目して深層崩壊発生のポテンシャル斜面の抽出を試

みた。その結果、以下の点について確認できた。 

・水文地形もしくは固有値比と斜面勾配比が閾値以上と

なる条件で抽出すると概ね良好な抽出が可能であるこ

とがわかった。 

・一方で、全ての指標に該当するとした条件で抽出する

と、抽出領域が極端に縮小されるため対象斜面を適切

に抽出できない可能性がある。よって、適切な指標の

組み合わせを定量的に検討する必要がある。 

 

3. 空中電磁探査を活用した深層崩壊の規模の推定 

3.1 背景と目的 

深層崩壊の発生には、岩盤の強度や岩盤中の地下水移

動が関係するため、地中の情報を利用することが有効で

ある。また、深層崩壊発生箇所を狭い領域で特定するこ

とは困難である。そこで、本研究では、岩盤内における

地質・地下水情報を広域に取得できる空中電磁探査に着

目し、深層崩壊発生規模の推定を目的として深層崩壊深

さの推定に関する検討を行った 4)、5)。 

3.2 検討対象領域及び検討手法 

本研究の対象領域は、早川流域（山梨県）及び別府田

野川流域（宮崎県）である。これらの流域で、深層崩壊

発生斜面における岩盤クリープ斜面の鉛直方向の比抵抗

パターンを分析した。 

3.3 結果 

対象領域での空中電磁探査結果を図－3 に示す。早川

流域は、四万十帯瀬戸川層群の粘板岩と砂岩の互層が分

布する。深層崩壊発生斜面と岩盤クリープ斜面の鉛直方

向の比抵抗パターンは、浅部は高比抵抗帯を示し、密な

比抵抗の等値線図をみると深部は相対的な低比抵抗帯で

あった。ボーリング結果では、浅部は地下水位以浅の割

れ目が発達した風化岩盤で、深部は新鮮な岩が分布する

ことが確認された。 

別府田野川流域は四万十帯日向層群と日南層群の砂岩、

泥岩とその互層が分布する。深層崩壊発生斜面と岩盤ク

リープ斜面の鉛直方向の比抵抗パターンは、浅部は高比

抵抗帯を示し、密な等比抵抗コンターを介して深部の低 

 

 
図－3 空中電磁探査結果 

 

比抵抗と接しているケース（早川流域と同様）と浅部

が低比抵抗帯を示し、深部に向かって高比抵抗になる

ケースが認められた。後者のようなケースを示した領域

で実施されたボーリング結果では、浅部は割れ目が発達

した風化岩及び多くの泥質岩、深部は新鮮岩が分布する

ことが確認された。 

 

3.4 まとめ 

本検討では、比抵抗の鉛直分布のパターンを概ね２種

類に分類できることがわかった。ひとつは浅部が高比抵

抗帯で深部が低比抵抗帯を示す場合、もうひとつは逆の

場合である。前者は、異なる地域・地質であっても深層
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崩壊発生斜面や岩盤クリープ斜面で見られる場合があり、

浅部の高比抵抗帯は割れ目が発達した風化岩盤で、深部

は地下水で飽和した新鮮な岩盤であった。一方、後者は、

浅部の低比抵抗帯は泥質分や風化岩盤で、深部の高比抵

抗帯は新鮮岩が確認されることが多い。浅部が低比抵抗

のパターンは、深層崩壊斜面や岩盤クリープ斜面では無

い可能性も考えられる。 

以上のことは、未解明な点は多いものの、空中電磁波

探査による鉛直方向の比抵抗パターンを深層崩壊深さの

推定などに応用できる可能性を示している。 

 
4. 火山地域の尾根を乗り越えて土石流が流下するおそ

れのある渓流の調査 

4．1  背景と目的 
平成 25 年に伊豆大島の大金沢で発生した土石流の事

例のように谷などの地形が未発達な火山地域においては、

土石流が緩やかな尾根を乗り越えて流下するおそれがあ

る。このような現象による被害を防止・軽減するには、

土石流が尾根を乗り越えて流下するおそれのある未発達

な渓流と、当該渓流における尾根を乗り越えて流下する

おそれのある箇所を把握する必要がある。 
このため、本研究は前述の課題を解決することを目標

に地形に着目した評価手法と水理量に着目した評価手法

を開発することを目的とする。前者は、地理情報システ

ム上で評価できる 4.2 で示す地形指標を用いて火山地域

の渓流の発達の程度を開析程度によって表現し、また、

土石流の発生の可能性を既存の土石流危険渓流調査結果

で評価し、これらの情報の組み合わせによって土石流が

尾根を乗り越えて流下する可能性のある渓流を抽出する

手法とする。後者は、抽出された土石流危険渓流におけ

る土石流が尾根を乗り越えて流下するおそれのある箇所

を水理量によって評価する手法とする。 
4．2  土石流が乗り越えるおそれのある尾根を有する土

石流危険渓流の調査手法 
4.2.1  開析程度が小さい斜面にある土石流危険渓流の

抽出手法 
まず開析の程度を表現する地形指標を決定するため、

開析状況が山麓斜面により異なる霧島山を対象に、DE 
Mを用いて、地上開度や平均開度、起伏量など様々な地

形指標の分析を行ない、開析程度が小さい斜面にある土

石流危険渓流を抽出することを試みた。この結果、地形

図等によって視認できる開析状況と地形指標の値を対比

すると、起伏量によって比較的開析度合いを表現するこ

とができた。 

地質による区分

起伏量の平均値

高 16

低 0

凡例

大金沢

 
図－4 伊豆大島の渓流沿い起伏量（左）と赤色立体地

図による開析状況（右） 

 
次に、土石流が乗り越える可能性が高い尾根を有する

土石流危険渓流を地形によって評価する。土石流が流下

する流路周辺の地形を評価すればよいため、DEMで生

成した流路から一定幅の範囲にあるメッシュの起伏量を

算出し、それらの平均値を得ることで渓流の流路沿いの

開析状況の評価を行った。分析対象は、土石流が尾根を

乗り越えて流下した実績のある伊豆大島とした。島内に

ある全土石流危険渓流の流路沿いに起伏量を計算し、土

石流が尾根を乗り越えるおそれが高い渓流を評価した

（図－4）。土石流が尾根を乗り越えた大金沢は、開析が

進んでいると考えられる島の南側の渓流と比較して開析

が進んでいない渓流（未発達な谷）であることを示す結

果となった。 
4.2.2 土石流が乗り越える可能性のある尾根の抽出 
土石流が尾根を乗り越えるリスクは、4.2.1で示したよ

うな地形の評価だけでなく、発生しうる土石流の外力の

大きさに基づく評価が必要である。そこで、数値シミュ

レーションによって、土石流が尾根を越えて流下するリ

スクについて評価を行う。対象は土石流が尾根を乗り越

えた実績のある大金沢とした。計算開始点は、土石流の

流下区間における尾根の乗り越え地点を抽出することが

目的のため、従前の土石流危険渓流の基準点の谷次数よ

りも低い谷次数の渓流の上流端に設定した。その点から

与える流量は、計画対象雨量と災害時の実績雨量の2種

類の雨量を用いて推定した値とした。数値計算に用いる

計算モデルは流出形態や粒径の実績を考慮して泥流モデ

ルとした。 

図‐5に示す数値シミュレーションの結果から、計画

規模の降雨では、既往調査 5)と同様に土石流が尾根を乗

り越えて流下し流域界外に氾濫範囲を拡大させた箇所を

確認できた。一方で、実績の氾濫範囲と比較して氾濫範 
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図－5 数値計算による土石流の尾根乗り越え箇所（石

川ら 5）に加筆） 

凡例

尾根越え地点

尾根越えしていない地点
（33度以上）

流路
（5mメッシュ標高より算出）  

図－5 水衝部における水頭比較結果 

 

囲が過大に生じる傾向にあることから、より詳細な評価

が必要となる。より詳細な評価の手法として、土石流が

尾根を乗り越えるおそれがある湾曲部等において土石流

があたる尾根部直上流の全水頭と尾根部における位置水 

表―1 土石流の尾根乗り越えリスク評価結果 

  
 

頭の比較を行った（図－6、表－1）。この比較により、

大金沢で実際に土石流が尾根を乗り越えて流下した概ね

の地点を抽出することができた。 

4．3  結論 
火山地域の地形が未発達な地域で、土石流が尾根を乗

り越えるおそれのある土石流危険渓流を、起伏量を指標

として抽出した。また、それらの渓流で数値シミュレー

ションを行うことにより、尾根を乗り越えるおそれのあ

る箇所の抽出が概ね可能であった。しかしながら、計算

した氾濫範囲が実績と比較して広めとなる傾向があるこ

とから、具体的な尾根を乗り越える地点の特定が困難な

場合がある。これに対して、流路の湾曲部で水衝部の直

上流における全水頭と尾根部の標高の比較を行うことに

より、より精度の高い絞り込みが行える可能性がある。 

今後は、4.2で示した手法について、計算条件の違い

による影響を確認するとともに他の火山地域での調査に

適用して土石流が尾根を乗り越える地点の抽出を試みる。 

 
5  破損した砂防堰堤の内部ひび割れ調査 
5.1  はじめに 

2014年7月9日長野県南木曽町において土石流が発

生した。この土石流によって、不透過型コンクリート砂

防堰堤である梨子沢砂防堰堤（以下、堰堤）の左岸の袖

部が欠損した。さらに水通し部より左岸側の上袖部のコ

ンクリートが打継目を境界に約13cmブロック状に押し

出された。打継目に沿った縦の亀裂と上下段から成る横

の亀裂が生じ、堤体の下部の表面には多数のひび割れが

見られた（図－7）。これまで砂防堰堤の内部ひび割れ 
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ひび割れの存在範囲

欠損部

貫通していると考えられる亀裂

 

図－7 南梨子沢堰堤のひび割れ位置 
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図－8 測線配置と一測線の計測結果 

 

の分布や大きさを3次元的に調査した事例は見られない。

そこで、非破壊検査により破壊・損傷した砂防堰堤（マ

スコンクリート）の内部に生じたひび割れの分布を計測

する現地調査手法を見出すことを目標として、非破壊で

調査可能な種々の調査手法を調べた結果、内部ひび割れ

の分布を3次元的に把握できる可能性が高い方法の一つ

として地中レーダ探査（以下、GPR；Ground Penetrat- 
ing Radarの略）が考えられた。そこで、GPRを用いて

南木曽町の土石流で損傷した堰堤を対象としてコンク

リート内部ひび割れ分布が計測可能か試行した 7）、8）。 
5.2  方法 

GPRは使用するアンテナの大きさによって送信され

るインパルスの周波数帯域が変化する。使用した機材は

Geophysical Survey Systems, Inc. 製のUtilityScan－
DFである。アンテナは中心周波数800 MHzと300 
MHzの2種類が内蔵されている。通常はカート型の構

造であるが、垂直に近い法面を測定するためアンテナを

取り出して使用した。今回の調査ではレーダの中心周波 
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図－9 GPRによるひび割れ分布 
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図－10 SfMによる下流側法面の変位  

 
数800 MHzを用いた。堰堤の下流側の法面の下部にお

けるひび割れの分布範囲を覆うように、天端から基部へ

向かって測線を0.2 m間隔で52本設けた。各測線にお

ける計測結果は電磁波速度9 cm/nsを仮定しマイグレー

ション処理した後、反射波の走時を読み取って3次元の

ひび割れ分布を推定した。 

5.3  結果 
測定結果（中心周波数800 MHz）の一例を図－8に示

す。緑で図示した測線において、縦軸1m付近にある下

流法面の下部におけるひび割れ開口部より上方に向かっ

て連続的な境界面の分布が明瞭に分かる。これは開口部

からコンクリートの内部へと低角で傾斜し分布するひび

割れからの反射波と考えられる。全測線のマイグレー

ション処理結果から再構成したひび割れ面を図－9 に示

す。色は図－7の（0,0）の下流側法面の変位を0とした

ときの法面から法線方向の相対的な距離を表している。

プラスは壁面の凹凸、マイナスはコンクリートの内部の

ひび割れ分布までの距離を表す。図－9 の左図は図―10
に示す画像解析による壁面の変位量図と GPR によるひ

び割れ分布を重ねている。図―9 の中図は連続した主な

ひび割れ分布を、右図は主ひび割れからの派生も含めた

全ひび割れ分布を示した。これらの図から、表面から観

察できるひび割れは、最大約80 cmの深度まで横断方向

ほぼ一様に連続していることが分かる。また、GPR に

よって検出できたひび割れの上端は、横断方向に存在す
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る2段の亀裂うち上段までである。さらに、右図をみる

と、特に左岸側には主なひび割れ以外にも比較的小さな

ひび割れが見える。 
 
6．おわりに 
平成 27 年度は深層崩壊の調査手法について一定の成

果を得た。また、火山地域において土石流が乗り越える

可能性がある流域界の調査手法や、破損した堰堤の調査

手法など、新たな課題に取り組んだ。次年度は、本研究

課題の最終年度であるため、これまでの要素技術の成果

を体系的に整理する予定である。 
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